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出典：裁判所ホームページ（https://www.courts.go.jp）の裁判例情報をもとに作成 

事件番号 昭和 33(オ)599 原審裁判所名 札幌高等裁判所 

事件名 物件引渡等請求 原審事件番号  

裁判年月日 昭和 35 年 11 月 1 日 原審裁判年月日 昭和 33 年 4 月 15 日 

法廷名 最高裁判所第三小法廷   

裁判種別 判決   

結果 棄却   

判例集等 民集 第 14 巻 13 号 2781 頁   

 

判示事項 契約解除に基く原状回復の履行不能による損害賠償請求権の消滅時効の起算

点。 

裁判要旨 契約解除に基く原状回復義務の履行不能による損害賠償請求権の消滅時効は、

契約解除の時から進行する。 

 

全 文 

主    文 

 本件上告を棄却する。      

 上告費用は上告人の負担とする。 

理    由 

上告代理人小笠原六郎の上告理由について。 

商事契約の解除による原状回復（本件では特定物の返還義務）は商事債務であり、その履行

不能による損害賠償義務も同様商事債務と解すべきである。そして右損害賠償義務は本来の

債務の物体が変更したに止まり、その債務の同一性に変りはないのであるから、商事取引関係

の訊速な解決のため短期消滅時効を定めた立法の趣旨からみて、右債務の消滅時効は本来の

債務の履行を請求し得る時から進行を始めるものと解すべきである。従つて、右と同趣旨の原

審の判断は正当であり、原判決には所論の違法はないので論旨は理由がない。 

よつて、民訴四〇一条、九五条、八九条に従い、裁判官全員の一致で、主文のとおり判決す

る。 

（裁判長裁判官 島保 裁判官 河村又介 裁判官 垂水克己 裁判官 高橋潔 裁判官 

石坂修一） 

 

 

※参考：判例タイムズ 114 号 33 頁、判例時報 242 号 29 頁 

 

 


